
平成 25 年度税制改正（租税特別措置）要望事項（新設・拡充・延長） 

（ 内閣府 ） 

制 度 名 公益社団・財団法人への寄附金に係る税額控除制度の対象拡大 

税 目 所得税 

要

望

の

内

容 

 
個人からの公益社団・財団法人への寄附について、いわゆるＰＳＴ（パブリッ
クサポートテスト）を満たす法人に対する寄附金のみが税額控除の対象となっ
ている現行制度を改め、すべての公益社団・財団法人に対する個人からの寄附
金を所得控除と税額控除の選択適用の対象とする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 平年度の減収見込額 

（制度自体の減収額） 
▲270百万円 

（ ― 百万円） 



新

設

・

拡

充

又

は

延

長

を

必

要

と

す

る

理

由 

⑴ 政策目的 

・公益法人制度改革の趣旨である「民による公益の増進」を実現する。 

・国民、市民が支える「新しい公共」を実現する。 

 

⑵ 施策の必要性 

・平成 20 年 12 月から施行された新公益法人制度は、民間非営利部門の健全な
発展を促進し、「民による公益の増進」に寄与することをその目的としてい
る。公益社団・財団法人による公益活動の重要な原資の一つに市民から寄せ
られる寄附金がある。今後、公益社団・財団法人による公益活動を一層促進
するためには、日本における寄附文化を醸成し、市民にとって寄附を行いや
すい制度の設計が求められる。 

・平成 24 年度税制改正大綱においては、市民公益税制について、「認定ＮＰＯ
法人以外の法人への寄附に係る税額控除については、草の根の寄附を必要と
する「新しい公共」の担い手として、市民との関わり合いが強く、かつ、運
営の透明性が確保されている法人を対象としていますが、どの程度の数の法
人が税額控除の対象となっているかの実績や、要件を満たすことができない
法人の状況等を検証し、各法人の規模や特性を踏まえた要件等の見直しにつ
いて検討を行います。」とされているところ。 

・現状、公益社団・財団法人が税額控除の適用を受けるためには、「市民から
支援を受けていること」の指標とされるＰＳＴ要件を満たす必要がある。こ
れまでに税額控除の対象となった約 400 の公益社団・財団法人は、関係企業
等の寄附に支えられた事業規模の大きい法人が多く、税額控除の導入によっ
て寄附を受ける環境を整え、活発に公益活動を実施している。 

・一方で、小規模な法人や地域密着型の法人、設立間もない法人等について
は、当該要件を満たすことができず、税額控除の対象となっていない傾向に
ある。これらの法人は、税額控除の対象となっている法人と同様に、特に東
日本大震災以降において復興支援活動をはじめとする公益活動を活発に実施
しており、さらに、そうした活動を市民が寄附により支援する動きも活発化
している。こうした動きを定着させ、「民による公益の増進」をさらに促進
するためには、税制面でもこうした動きを支援する必要があることから、す
べての公益社団・財団法人を税額控除の対象とするべきである。これらの法
人についても、現時点で寄附が集められていなくても今後の活動原資として
「草の根の寄附」を集めることが見込まれている法人であり、税額控除の対
象となることによる寄附促進及び公益活動活発化の効果は大きい。 

・また、すべての公益社団・財団法人は、第三者委員会において、事業の公益
性、組織の透明性、ガバナンス等について厳格に審査を受けているため、Ｐ
ＳＴ要件を撤廃しても税の優遇措置を講ずる対象として法人の適格性に問題
はない。 

・以上の理由により、本税制改正要望を行うものである。 

 

今

回

の

要

望

に

関

連

す

る

事

項 

合 

理 

性 

政 策 体 系 

に お け る 

政策目的の

位 置 付 け 

【政策】 
１５．公益法人制度改革等の推進 
【施策】 
①新しい公益法人制度への円滑な移行と適正な法人運営の確保 
 

政 策 の 

達成目標 

・市民からの寄附を増やすことによって、「新しい公共」の担
い手である公益社団・財団法人の財政基盤を強化し、その公益
活動の活発化を図る。 
・2020 年までに、今回の要望措置を含む効果として、公益社
団、財団法人をはじめとする「新しい公共」の担い手への個人
からの寄附金額をＧＤＰ比５～10 倍とする。（新成長戦略、日



本再生戦略） 
 

 

租税特別措

置の適用又

は延長期間 

 
 
 
 
 

 

同上の期間

中 の 達 成 

目 標 

 
 
 
 
 

政策目標の

達 成 状 況 

現行制度では、税額控除の対象となるのに PST 要件が課されて
いることで、税額控除の対象となる法人と同様の公益活動を行
う法人であっても、小規模・地域密着型の法人は税額控除の対
象となりにくい傾向があり、個人から寄附を集める際に同様の
税制的な支援を受けられていない。 
東日本大震災以降、公益社団・財団法人が復興支援活動をはじ
めとする公益活動を活発に実施しており、すべての公益社団・
財団法人を税額控除の対象とすることで、法人の活動を支える
個人の寄付者、寄附金総額の増加が見込まれる。 
 

有 

効 

性 

要 望 の 

措 置 の 

適用見込み  

現時点（平成 24 年７月）において、公益社団・財団法人数は約
5,400 法人となっている。内閣府のアンケートの結果によると、
PST 要件を満たす法人は全体の約３割にとどまっているが、すべ
ての公益社団・財団法人を所得控除と税額控除の選択適用の対
象にすることにより、個人の寄附者数及び寄附金総額が増加
し、公益社団・財団法人の財政基盤が強化されることで公益活
動が活発化する。 
 

要望の措置

の効果見込

み(手段とし

ての有効性) 

公益社団・財団法人への寄附者数、寄附金総額及び税額控除の
適用を受けた公益社団・財団法人への寄附者数、寄附金額の増
加が見込まれる。 
具体的には、寄附金の税額控除という小口の寄附に経済的効用
の高まる制度を導入することで、①これまでの寄附金額に一定
金額を上乗せして寄附を行う者②これまで寄附を行ったことの
ない者が新たに寄附を行う者が増えることで、それらの寄附を
原資とする公益活動が増加することで、民が担う公共サービス
の範囲が拡大することとなる。 
 

相 

当 

性 

当該要望項 

目以外の税

制上の支援

措 置 

１．公益社団・財団法人への寄附者に対する法人税・所得税・
相続税の特例措置 
２．公益社団・財団法人自身に対する法人税の特例措置 
 

予算上の 

措置等の 

要求内容 

及び金額 

 
 
 
 
 

 

上記の予算 

上の措置等 

と要望項目

と の 関 係 

 
 
 
 
 



要望の措置 

の 妥 当 性 

民間団体からの補助金等や国からの直接の支出によって公益社
団・財団法人の活動を支援するのではなく、租税特別措置を整
備し、民間からの寄附金によって公益活動の財政基盤拡大を支
援することが「民による公益の増進」という制度趣旨に沿うも
のである。 
 

こ
れ
ま
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租税特別 

措 置 の  

適用実績 

現時点（平成 24 年７月末）において、約 5,400 の公益社団・財
団法人が誕生しており、当該法人に対する個人からの寄附金は
特定公益増進法人への寄附として、所得控除の対象となってい
る。 
そのうち、これまでに約 400 法人に対して税額控除の証明書を
発行しており、所得控除と税額控除の選択適用の対象となって
いる。 
 

租税特別措

置の適用に

よ る 効 果 

(手段として 

の有効性) 

平成 24 年７月末時点で、全国で約 400 法人に税額控除の証明書
を発行しており、これらの法人への寄附者数、寄附金総額の増
加が見込まれる。 
 

前回要望時 

の達成目標 

「新しい公共」の担い手である公益社団・財団法人の財政基盤
の強化を図ることで、その公益活動の活発化を図る。 
 

前回要望時 

からの達成

度及び目標

に達してい

ない場合の

理 由 

東日本大震災以降、復興活動をはじめとする公益社団・財団法
人による公益活動が活発化しており、「民による公益の増進」
という制度趣旨は確実に達成されつつあり、今後も公益社団・
財団法人による公益活動を推進していく必要がある。 
一方で、現行制度では、税額控除の対象となるのに PST 要件が
課されていることで、税額控除の対象となる法人と同様の公益
活動を行う法人であっても、小規模・地域密着型の法人は税額
控除の対象となりにくい傾向があり、個人から寄附を集める際
に同様の税制的な支援を受けられない。 
 

これまでの 

要 望 経 緯 

平成 23 年度の税制改正要望において、公益認定を受けたすべ
ての公益社団・財団法人等への寄附を所得控除と税額控除の選
択適用とする要望を行った。平成 23 年度税制改正により、一定
の要件（PST 要件）を満たした公益社団・財団法人のみが税額控
除の適用となった。平成 23 年度税制改正大綱においては、「公
益社団法人、公益財団法人、学校法人、社会福祉法人及び更生
保護法人についても、草の根の寄付を必要とする「新しい公
共」の担い手として、市民との関わり合いが強く、かつ、運営
の透明性が確保されている法人を税額控除の対象とします。」
等とされた。 
平成 24 年度の税制改正要望において、税額控除適用の要件と

される PST 要件を撤廃し、すべての公益社団・財団法人を税額
控除の適用とする要望を行った。平成 24 年度税制改正において
は、「どのような法人が対象に馴染むのか、他の寄附税制との
整合性を踏まえ、税額控除の導入の効果検証を行った上で、対
象法人の見直しを検討します。」等とされた。 
 

  


